
 

 

 

下下    水水    道道    事事    業業    にに    おお    けけ    るる 

地地    球球    温温    暖暖    化化    防防    止止    計計    画画  

 

 
 

～快適な地球環境を次世代に～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

汚泥の炭化 

微細気泡散気装置 木質バイオマスの活用 

太陽光発電 

概要版 



 

 

1 基本方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 目標 

 

 

 

 

 

 

 

3 実施戦略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

アースプラン 2 0 1 0 は、下水道事業における地球温暖化対策について、

2014 年度までの具体的な取組内容と 2020 年度の目標達成に向けた道筋を示し

たものです。 

本プランにより、事業活動から発生する温室効果ガス排出量を率先的かつ計画的

に削減し、環境確保条例の二酸化炭素（CO２）削減義務を遵守します。 

さらに、都の温室効果ガス削減対策の先導的な役割を担い、カーボンマイナス東

京 10 年プロジェクトの温室効果ガス削減目標の達成に貢献します。 

そして、快適な地球環境を次世代に継承していきます。  

削減目標  

（平成 26 年度） 
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削減目標  

（平成 32 年度） 

74.3 万ｔ-CO2 

25％以上削減 
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（平成 12 年度） 

削減効果を早期に発揮させるため、計画期間に対

策を集中的に実施することにより、施策のスピード

アップを図ります。 

 

施策のスピードアップ 

最新技術の先導的導入 
削減効果をより一層高めるため、最新技術を先導

的に導入します。  

浸水対策や合流式下水道の改善、高度処理の推進

などの下水道機能の向上と温室効果ガス削減とを両

立させるため、あらゆる対策に取り組みます。  
下水道機能向上と両立 

東京都の事務事業活動の局別 

温室効果ガス排出量の割合 
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アースプラン 2004 の結果 
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４ 対策の例 

①微細気泡散気装置の導入 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②水処理からの N2O 排出抑制技術の開発 

 

 

 

 

 

水処理からの N2O 排出と抑制イメージ 

 

下水の水処理に伴う一酸化二窒素（N2O）の排出を抑制する処理技術及び測定器具

を開発 

２ 

微細気泡散気装置※を導入し、電力使用量を削減 

反応槽内の微生物が下水中の汚れを分解することで水をきれいにします。微生物が活発に活

動できるように空気（酸素）を送り込みます。 

散気装置の改善による削減のイメージ 

電力使用量 
 

２割削減 

酸素溶解効率 
 

低 → 高 

※  微細気泡散気装置：小さな気泡を発生させることにより、下水中に酸素が溶けやすくなるため、送風

量が抑えられ電力使用量が削減できます。 
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③新たな燃焼方式の汚泥焼却炉の導入   

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

第二世代型焼却炉のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※第二世代型焼却炉：従来の流動焼却炉に対し、炉内の燃焼方式などを改善することにより温室効果ガ

スを大幅に削減できる焼却炉  

新たな燃焼方式を採用した第二世代型焼却炉※を導入し、汚泥焼却時に発生する 

温室効果ガスを削減 

 

800℃焼却 

 

大幅な削減 

温室効果ガス排出量のイメージ 

850℃焼却 

約 5 割削減 約 2 割削減 

100％ 

30％ 

Ｎ2O 100％ CO2  

120％ 

約 7 割削減 

15％ 96％ 

約 2 割増加 

多層型流動焼却炉（例） 

ターボ型流動焼却炉（例） 

・ 焼却炉内の広い範囲で高温領

域を形成し、N2O を熱分解

します。 

・ 焼却炉内③の燃焼を効率化す

ることにより、補助燃料使用

量が削減できます。 

・ 排ガスを有効活用し、ターボ

チャージャー①を運転するこ

とにより、焼却炉内②を圧力

状態にして、汚泥の燃焼速度

を上げるとともに、従来より

高温で燃焼します。 

・ 焼却炉底部①と新たに中段部

②から燃焼空気を送り、汚泥

が燃焼する層を多層にしてい

ます。 
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・ 高温燃焼により N2O を熱分 

解させ、温室効果ガス排出量

を抑制します。また、一部の

送風機が丌要となり電力量が

削減できます。 

 

第一世代型焼却炉 

第二世代型 

焼却炉 

送風機

不要

送風機

廃熱有効

利用設備 煙 突

排ガス

処理装置
集じん機

ターボ

チャージャー

空気

脱水

汚泥

流動焼却炉

空気

廃熱有効

利用設備

排ガス

送風機不要

排ガス

脱水汚泥

流動焼却炉

空気

廃熱有効

利用設備

排ガス

処理装置
送風機

煙 突

送風機送風機

空気

空気

集じん機
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① 
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④汚泥処理のユニット化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

汚泥濃縮機や汚泥脱水機を焼却炉の近くに設置し、ユニット化することで汚泥処理工

程の電力使用量と汚泥焼却炉の補助燃料使用量を削減 

４ 

従来の対策 

・汚泥濃縮機・脱水機の省エネ化 

 ・汚泥焼却炉の高温化 

ＣＯ２ 

Ｎ２Ｏ 
各対策を個別に実施 

削減 

第二世代型

焼却炉など 

汚泥処理のユニット化イメージ（一例） 

・第二世代型焼却炉などに更新 

・脱水機による汚泥の低含水率化 

 

・補助燃料を削減するとともに、 

Ｎ２O の排出量も抑制 

省エネルギー型 

濃縮機を導入 省エネルギー型 

脱水機を導入 

・脱水機を焼却炉に

近接設置し、脱水

汚泥の搬送距離を

短縮 

・搬送に必要な電力

削減 

：ポンプ 

 

Ｐ 

・第二世代型焼却炉への更新 

ユニット化 汚泥焼却炉と汚泥脱水機を近接設置 

・汚泥濃縮機・脱水機の省エネ化 

 
・汚泥の低含水率化 

 
・脱水汚泥の搬送距離の短縮 

ＣＯ２ 

ＣＯ２ 

ＣＯ２ 

ＣＯ２ 

各対策の組合せに

より、汚泥処理シ

ステム全体におい

て対策を最適化 
Ｎ２Ｏ 



 

 

5 アースプラン 2010 の施策 
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規格表第 3 号 

登録第 109 号 
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CO2 N2O

微細気泡散気装置の導入 ○

省電力型撹拌機の導入 ○

省エネルギー型濃縮機・脱水機の導入 ○

省エネ東京仕様2007 ○

省エネルギー型機器・器具の設置（省エネルギー型ランプ） ○

維持管理の工夫 ○ ○

汚泥の低含水率化 ○

重油から都市ガスへの燃料転換 ○

ハイブリッド自動車など低燃費・低排出ガス車の導入 ○

ばっ気システムの最適化 ○

汚泥処理のユニット化 ○ ○

新たな燃焼方式の汚泥焼却炉の導入 ○ ○

Ｎ２Ｏ分解触媒の導入 ○

小水力発電 ○

アーバンヒート ○

汚泥の炭化 ○

汚泥のガス化 ○ ○

太陽光発電 ○

木質系バイオマスと下水汚泥の混合焼却事業 ○

技術開発の推進 ○ ○

水処理からのＮ２Ｏ排出抑制技術の開発 ○

グリーン電力・熱証書制度 ○

排出量取引制度（環境確保条例） ○

下水熱を利用した熱供給事業 ○

下水道工事における温室効果ガスの削減 ○

雨水地下浸透の促進 ○
お客さまとの連携

お客さまとの取組

技術開発

産学との共同研究

協働事業

民間事業者と協働

処理工程・方法
の見直し

水処理工程

汚泥処理工程

未利用・
再生可能

エネルギーの
活用

処理水のエネルギー活用

下水汚泥のエネルギー活用

自然エネルギーの活用

施策 対策
削減対象ガス

徹底した
省エネルギー

電力使用量の削減

燃料使用量の削減

かくはん


